
個 別 注 記 表

（重要な会計方針）

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法によっております。

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定しております。）

２．固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産 定額法によっております。

(2) 無形固定資産 定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金は、従業員の退職金の支払いに備えるため、簡便法により自己都合退職による

期末要支給額の１００％相当額を計上しております。

(2) 撤去損失引当金は、撤去が決定した固定資産につき、その処理費用の支出に備えるため、撤去

費用の見込額を計上しております。

４．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（会計上の見積りの変更に関する注記）

有形固定資産の耐用年数及び残存価額に対する見積の変更

当社は、近年設備の除却損が増加していること及び設備の使用実績が蓄積されてきたことを踏まえ

使用実態の調査を行った結果、当事業年度より使用実態に基づき一部の有形固定資産の耐用年数を見

直すとともに、残存価額については、耐用年数到来時に備忘価額となるよう見直しております。

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益はそれぞれ３４１，９４６千円減少しております。

（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計適用指針第２６号 平成２８年３月２８日)

を当事業年度から適用しております。



（貸借対照表注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 １７，８９７，３９１千円

２．担保資産

（１）担保に供している資産

有形固定資産 ６，４３２，７６０千円

（ ６，４３２，７６０千円 ）

無形固定資産 １９４，８８０千円

（ １９４，８８０千円 ）

長期預け金 ５０，０００千円

（２）上記に対する債務

モノレールカード未使用残高 ７７，６４４千円

上記のうち（ ）内書は、軌道財団抵当として、担保に供しておりますが、当事業年度末現在

対応する債務はありません。

３．固定資産の取得原価から直接減額された国庫補助金等 ２３５，９２２千円

（株主資本等変動計算書注記）

発行済株式の種類及び総数

（単位：株）

当事業年度期首

株 式 数

当 事 業 年 度

増加株式数

当 事 業 年 度

減少株式数

当事業年度末

株 式 数

発 行 済 株 式

普 通 株 式 ２００，０００ ０ ０ ２００，０００

合 計 ２００，０００ ０ ０ ２００，０００

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金及び退職給付引当金等であり、全額評価性引当額

としているため、繰延税金資産の計上は行っておりません。



（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、千葉市からの借入により資金を調達して

おります。

未収運賃、未収金、未払金及び未払費用は、１年以内に決済されます。

借入金の使途は、経営再建計画に基づく経営改善資金です。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成２９年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

です。

貸借対照表計上額

（※）（千円）

時 価

（※）（千円）

差 額

（千円）

(1) 現金及び預金

(2) 未収運賃

(3) 未収金

(4) 短期借入金

(5) 未払金

(6) 未払費用

(7) 長期借入金

4,382,884

218,636

537,085

（253,000）

（1,259,049）

（614,301）

（4,451,000）

4,382,884

218,636

537,085

（253,000）

（1,259,049）

（614,301）

（4,306,252）

－

－

－

－

－

－

144,747

（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1)現金及び預金、(2)未収運賃並びに(3)未収金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。

(4)短期借入金、(5)未払金並びに(6)未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。

(7)長期借入金

長期借入金の時価については、将来キャッシュフローを割り引いて算定された現在価値によって

います。



（関連当事者との取引に関する注記）

法人主要株主等

属 性 会社等の名称 住 所
資本金

（千円）
事業の内容

議決権等の所有

（被所有）割合

主 要

株 主
千葉市

千葉市中央区

千葉港
－ 地方公共団体

被所有

９２．９６％

関係内容
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

(千円）役員の兼任等 事業上の関係

兼任１人 千葉都市モノレー

ルのインフラ外部

建設、管理、及び

修繕

ﾓﾉﾚｰﾙ施設更新改良業務委

託、塗替塗装負担金、清掃

・維持修繕費他 (注1)

借入金の返済 (注2)

千葉市美術館入場券等受託

販売手数料

広告掲出料

資産の使用料（本線軌道設

備、駅舎設備等） (注3)

501,677

253,000

228

1,628

－

未収金

短期借入金

長期借入金

未収金

527,286

253,000

4,451,000

－

651

－

（注） １．「千葉都市モノレール施設の更新改良に関する協定書」、「維持修繕の費用負担に関する

覚書」に基づいております。

２．「千葉都市モノレール株式会社経営改善資金貸付契約書」に基づき、無利子で借り入れ、

27年償還（内 1 年据置）となっております。

３．「千葉都市モノレール施設条例」に基づき、施設の保守点検及び修繕その他の維持管理費

を当社が負担することにより、使用料は徴収されておりません。

４．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

（１株当たりの情報に関する注記）

１．１株当たり純資産 ２４，３８５．８０円

２．１株当たり当期純利益 １，３７５．９７円

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。


